
1

1

「厳しい水事情」の処方箋

2010・1・21
水源開発問題全国連絡会

遠藤保男
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目的

佐世保市が「慢性的な水不足解消のため」と
して長崎県に石木ダム建設事業の推進を強く
求め、長崎県は11月8日に同事業への土地収
用法を適用して事業認定申請書を九州地方整
備局に提出した。強制収用を見込んだ法的手
続きである。

佐世保市が石木ダムに新規水利権を確保す
る以外に「慢性的な水不足解消」はありえない
のかを検証する。
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要旨
1. 佐世保地区水道は一日の漏水量約１万ｍ3。効率がきわめて低い水

準にある。
2. 佐世保市民の水使用の合理性は日本でトップクラス。
3. H19年度渇水は、有収率が90％であれば防ぐことができた。
4. 10年以内にH17年度の有収率84.1%を90％（利用量率は94％のま

ま）にすることは、東京水道や福岡水道の実績からみると不可能なこ
とではない。

5. 「10年以内の自己努力」を前提に「H19年度以降の予測見直し」をお
こなうと、一日平均配水量・最大配水量は共に減少傾向を示し、H29 
年度の予測値はそれぞれ、76,300ｍ3／日と84,800ｍ3／日程度で
ある。

6. 石木ダムの代替案は
1. 利用量率・有収率の向上
2. 貯水池における水利権の幅のある運用

貯水池の緩衝作用を意識的に利用（負荷率＝配水量変動を吸
収）

7. 漏水防止とは
8. ムダな公共事業から修理・補修の公共事業へ
9. 土地収用法における今後の手順
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石木ダム概要

河川名

型式
総貯水容量
有効貯水容
堤高
堤頂長

5,180,000m3
55.4m
234.0m

表１　石木ダム諸元
２級河川 川棚川水系石木

位置
長崎県東彼杵郡川棚町岩
屋郷字地先
重力式コンクリートダム
5,480,000m3

佐世保水道
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佐世保市が石木ダムに求めるもの

図１ 佐世保市水源量 現況と石木ダム完成後の比較図

佐世保水道
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佐世保市長からのお願い

• 2009年7月１日、佐世保市の朝長則男市長
は「石木ダム建設事業の事業認定申請につ
いて」と題した呼びかけを佐世保市民に行っ
ている。この呼びかけは「・・・・この厳しい水
事情を一日でも早く解消するために、石木ダ
ム建設を是非とも実現しなければなりません。
そのための話し合いの場として事業認定の
申請をお願いするものでありますので、市民
の皆様にはご理解とご協力をお願い申し上
げます。」

佐世保水道
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佐世保市水道の概要

名称 貯水量
安定取水
量

不安定取
水量

浄水場
施設能力
ｍ3／日

川谷ダム 1,610,000 13,300 柚木浄水場 14,000
転石ダム 233,000 2,700
相当ダム 400,000 5,700
菰田ダム 1,462,000 12600
山の田ダム 551,000 6,300 大野浄水場 35,000
相浦取水場
（相浦川）

4,500

三本木取水
場（相浦川）

4,500

四条橋取水
場（相浦川）

18,000 山の田浄水場 33,500

岡本水源（湧
水）

1,000

北部合計 4,256,000 45,100 23,500

下の原ダム 2,182,000 14,800
川棚取水場
（川棚川）

15,000 5,000 広田浄水場 36,000

小森川取水
場（小森川）

2100

南部合計 2,182,000 31,900 5,000

6,438,000 77,000 28,500 105,500

118 ,500105,500

合計  

北
部

南
部

合計  

【佐世保地域のダム貯水量と１日当りの取水権量・浄水場一覧】【ｍ3】

佐世保水道
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佐世保水道の最近の統計値

年度
給水人口
(人）

一日使用
水量計

（m3/日）

一日平均
給水量
（m3/日）

一日最大
給水量
（m3/日）

有収率
（％）

負荷率
（％）

H.9 234,045 68,874 82,086 96,431 83.9% 85.1%

H.10 234,156 68,818 82,756 95,580 83.2% 86.6%

H.11 234,715 67,604 81,463 101,510 83.0% 80.3%

H.12 234,425 68,958 81,105 95,400 85.0% 85.0%
H.13 234,710 68,574 82,515 100,830 83.1% 81.8%
H.14 234,346 68,355 81,791 94,900 83.6% 86.2%
H.15 234,144 68,343 81,555 96,180 83.8% 84.8%
H.16 233,380 68,376 81,670 93,610 83.7% 87.2%
H.17 232,248 67,118 79,096 89,130 84.9% 88.7%
H.18 231,095 66,919 79,801 93,210 83.9% 85.6%
H.19 229,627 66,364 79,369 92,440 83.6% 85.9%
H.20 228,540 64,053 76,563 85,660 83.7% 89.4%

H.19 漏水率 12.7% 漏水量 10,072 平均値 85.1%

表3　佐世保水道主要指標（佐世保地区）

佐世保水道
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佐世保地区水道配水量の変遷
佐世保地区水道配水量
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安定保有水源量（ｍ3/日）

佐世保水道

一日使用水量は安定水源水量77,000ｍ3／日より少ない。

それなのに「厳しい水事情」とは？？？？？ 10

貯水池の特徴
すべての貯水池は溢流堰があるだけで

下流維持流量はゼロ

下の原貯水池渇水

対策容量は広田浄水場用

川谷貯水池5月1日から

の洪水期に合わせた放流設備がある

菰田貯水池

相当貯水池転石貯水池山の田貯水池

佐世保水道

11

佐世保市が石木ダムを必要とする理由

• 現時点での安定水源不足3万ｍ3／日を解消
– 必要水源水量

• 平成11年12月31日の一日配水量101,500ｍ3／日を原水換算し
た107,000ｍ3／日（浄水場内のロスを約5％としている）

– 安定水源水量
• 77,000ｍ3／日

– 不足分
• 107,000－77,000＝30,000（ｍ3／日）

• 平成29年度時点までに約1万ｍ3／日の水需要増大

• 平成29年度までに３＋１＝4万ｍ3／日の安定水源
確保

佐世保水道
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他に起因する水道施設の損
傷等により無効となった水
量及び不明水量

488 m3
0.00%

その他

配水管､支管及びメーター上
流給水管からの肩水量等

3,504,385m3
12,57%

漏水量

内線破裂､箇所不明、赤本等
のため､料金徴収の際の調定
により減額の対象となった
水量

108,226 m3
0.39%

調定減水量

無効水量
3,613,099 m3

13.0%

消防用水量(料金その他の収
入が全くない水量)

1,234 m3
0,00%

その他

管洗浄用水､作業用水等､配
水施設に係わる局内事業に
使用した水量

156,997 m3
0,56%

局事業用水
量

有効に使用された量のうち､
メーター不惑のため料金徴
収の対象とならない水量

836,670 m3
3､00%

メーター
不惑水量

無収水量
994,901m3

3,5%

他会計から維持管理費とし
て収入のある水蚤

0 m3
0.00%その他

料金徴収の基礎となった水
量

23,281,000m3
83.48%

料金水量有収水量
23,281,000m3

83.5%

有効水量m3
24,275,901

87.0%

配水量ｍ3

27,889,000
100％

配水量分析表佐世保地区平成21年度(予算）

佐世保水道
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余りに低い佐世保地区水道の水準
佐世保水道

佐世保地区住民の合理的水使用は
トップクラス

表２　

給水人口(人）
利用量率

（%）
有効率

（%）
有収率

（%）
負荷率

（%）

配水池貯
水能力
(日)

生活用水
原単位
(㍑/人・
日）

大規模事業体
最大値

12,446,657 101 100 100 93 1.851 361

大規模事業体
最低値

102,158 82 80 75 76 0.05 173

大規模事業体
平均値

393,772 98 94 91 88 0.817 247

佐世保地区
実績値

229,627 94% 87% 84% 85% 0.677 192
佐世保地区

順位
91 196 203 201 190 166 5

大規模事業体

漏水量 10,072 ｍ3／日

佐世保地区水道の位置（平成19年度）

給水人口10万人以上の事業体　215事業体
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水道料金（2ヶ月 税込み 円）H19年度

３，０１３

２，６０４

（１５４位）

水道料金

佐世保市

２，２２３

１，９４８

下水道料金 下水道料金水道料金

１，６５４２，１７１22ｍ3

１，４０７
１，８３９

（４５位）
２０ｍ3

横浜市水道水

使用水量

２０ｍ3／２ヶ月 大規模水道全国平均水道料金 ２，２９６円

佐世保水道
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H19年度渇水の実態－１
H19年度渇水
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H19年度渇水の実態－２

原水受水量合計（佐世保地区）
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給水制限していた時より少
ないぐらい！

H19年度渇水
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佐世保水道は漏水が多いまま

図７　　漏水率の変遷　東京都・福岡市・佐世保市
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H１９年度渇水時の貯水量の変遷

有収率が９０％であったら
図5　　Ｈ19年度貯水量　実績とシミュレーション
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「有収率90％　貯水量合計」は、有収率90%であれば現状より節約できる受水量（実績配水量から算出）を求めて貯

水量合計（実績）に加えて求めた。

有収率が９０％だったら
給水制限はなかったね

H19年度渇水
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貯水量の変遷 貯留率で見ると
図6　Ｈ19年度貯水率　実績とシミュレーション
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貯水量合計（実績）に加えて求めた。

H19年度渇水
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佐世保市の水道需要予測

図８   水道需要予測フロー

用途別使
用水量
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業務･営
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工場用水 工場用水

予測一日
平均使用水
量

予測一日

平均配水量
予測一日
最大配水量

推計
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予測有収率 予測負荷率

水需要予測
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佐世保市水道局需要予測（佐世保地区）

80.3%87.7%111,062 89,183 78,213 221,793 H.29

80.3%87.3%109,571 87,985 76,811 223,485 H.28

80.3%86.9%109,213 87,698 76,210 223,654 H.27

80.3%86.4%108,409 87,052 75,213 224,052 H.26

80.3%86.0%107,518 86,337 74,250 224,626 H.25

80.3%85.6%107,029 85,945 73,569 225,484 H.24

80.3%85.2%105,730 84,901 72,336 226,365 H.23

80.3%84.8%106,111 85,207 72,255 227,370 H.22

80.3%84.4%105,232 84,501 71,319 228,334 H.21

80.3%83.9%104,499 83,912 70,403 229,432 H.20

80.3%83.5%103,961 83,480 69,706 230,296 H.19

負荷率
（％）

有収率
（％）

一日最大給水
量（m3/
日）

一日平均給
水量
（m3/日）

一日使用水
量計

（m3/日）
給水人口(人）年度

表5 佐世保水道需要予測（佐世保地区）

水需要予測
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佐世保市予測生活用水原単位
図10　　　生活用水原単位
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生活用水原単位の検証－１

図13　　　生活用水原単位実績
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世帯人数と原単位

図１　　世帯人員と原単位実績
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図２　　世帯人員と原単位実績
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生活用水原単位の検証－２
図13　　生活用水原単位上限値の予測
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生活用水予測の見直し －１

原単位×給水人口
図12　　佐世保地区給水人口実績と予測
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生活用水予測の見直し －２
図14　　生活用水使用水量実績と合理的な予測　ｍ3／日
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業務営業用水予測の見直し-１

図16　　業務営業用水量実績と予測
－佐世保市予測値と妥当値－
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業務営業用水予測の見直し-２

自衛隊 米軍
ハウスデ
ンボス

大口小計
佐世保駅周
辺土地区画
整理事業

ポートル
ネッサン
ス21計画

専用水道
統合

新規小計

H18 15,739 1,466 2,125 847 4,438 0 0 0 0 20,177

H29 16,200 1,900 2,914 1,500 6,314 211 693 1,179 2,083 24,597

佐世保市
の説明

20年2位採
用

20年2位採
用

ベき曲
線式J

20年2位
採用

計画値 計画値 計画値

自衛隊 米軍
ハウスデ
ンボス

大口小計
(佐世保
市予測）

佐世保駅周
辺土地区画
整理事業

ポートル
ネッサン
ス21計画

専用水道
統合

新規小計

H18 15,739 1,466 2,125 847 4,438 0 0 0 0 20,177
予測　見

直し
16,200 1,500 2,300 1,000 4,800 211 693 0 904 21,904

説明
20年2位採
用

H7以降最大
値

H7以降
最大値

減少傾向
＋余裕

計画値 計画値
水源転換
の必要な
し

表11　営業・事業用水の見直し予測

年度 小口需要

大口需要 新規開発

合計

小口需要

大口需要 新規開発

合計年度

表10　営業・事業用水の分類

水需要予測
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工場用水予測見直し-１
図17　　　　工場用水量  実測と予測

－佐世保市予測値と妥当値－

5,245

3,665
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29

年度

一
日

使
用

水
量

　
ｍ

3
／

日

合計　(佐世保市予測）

合計(妥当な予測）

大ロ需要（佐世保重工）
(佐世保市予測）
大ロ需要（佐世保重工）
（妥当な予測）
小口需要(佐世保市予測）

小口需要(妥当な予測）

新規開発合計　(佐世保市
予測）
新規開発合計(妥当な予
測）
実績期間

水需要予測
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工場用水予測見直し-2

新規開発
水産加工
団地

新規開発
テクノバー
ク

2,124

根拠
20年2位採
用

20年2位
採用

地下水か
ら転換

予測値 1,700 2,600 515 430 5,245

根拠 H7以降2位
H7以降
2位

計画値
水源転換
なし

予測値 1,250 1,900 515 0 3,665

大ロ需
要（佐世
保重工）
（妥当な

合計(妥当な
予測）

H18実績

H29　佐世
保市

新規開発

H29　妥当
値

小口需要(妥
当な予測）

表12　工場用水の佐世保市予測と見直し予測

水需要予測

32

一日使用水量 実績と予測
水需要予測

図18     一日使用水量　実績と予測
－佐世保地区－
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万
ｍ
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／

日

実績期間

実績値

一日使用水量　-佐世保市予測-

一日使用水量計　-妥当な予測-

安定水源水量　ｍ3／日

安定水源で充分間
にあうはずなのに
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有収率と一日平均配水量－１

• 有収率＝一日使用水量／一日配水量

• 一日配水量＝一日使用水量／有収率

• 佐世保市は平成18年度の実績有収率83.9％を平成
29年度には有収率を87.7％まで改善するとしている。

• 佐世保市予測のH29年度の一日使用水量予測値が
78,200ｍ3／日であるから、78,200／0.877≒89,200
ｍ3／日を平成29年度の一日配水量予測値としている

水需要予測

34

余りに低い佐世保水道の目標値
大規模事業体２１５の水準以下

64211233147172130
該当順

位

9080.398959087.798
目標値・
設定値
（%）

推奨設
定値

佐世保市
設定値

水道ビジョ
ン目標値

推奨目
標値２

推奨目
標値１

佐世保市
目標値

推奨
目標
値

負荷率有収率
利用
量率

水需要予測

35

有収率と一日平均配水量－２

同じ一日使用水量でも有収率の設定値
によって一日平均配水量が変わる。
佐世保市予測の一日使用水量（78,213
ｍ3／日）について有収率４ケース、
「妥当な予測」の一日使用水量（68,600
ｍ3／日）について同じく有収率４ケース、

を想定した場合の一日平均配水量は左
の表のようになる。

水需要予測

71,575 81,557
H29年度福岡市

実績 95.9%

72,329 82,416
H29年度東京都

実績 94.9%

76,267 86,903
妥当な予測

90%

78,267 89,183
佐世保市目標値

87.7%

妥当な予測
68,600ｍ3
／日

佐世保市予
測 78,213
ｍ3／日

有収率

一日使用水量

表15 有収率と一日配水量

36

負荷率と年間一日最大配水量 －１

• 負荷率＝一日平均配水量／一日最大配
水量

• 一日最大配水量＝一日平均配水量／負
荷率

• 佐世保市は水需要予測で負荷率を平成18年
度から過去10年間の最低値として80.3％を用
いている。

• 佐世保市は年間一日平均配水量予測値を
89 182 3／日 負荷率を80 3%と設定し 年

水需要予測
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負荷率と年間一日最大配水量 －２

94.99087.7有収率 ％備考

80,36584,74199,092 90.0%参考目標

85,293 89,937 105,169 84.8%
過去5年最
低値

87,884 92,669108,363 82.3%
過去10年低
位3つ平均
値

90,073 94,977 111,06280.3%
過去十年最
低値

妥当な予測②
72,287

妥当な予測①
76,267

佐世保市予測
89,182

負荷率

年間一日平均配水量 ｍ3／日

表14 負荷率と年間最大一日配水量 ｍ3／日

水需要予測

38

• 一日平均配水量Q （ｍ3／日）に見合う原水受水量をA（ｍ3

／日）とする。
利用量率＝９４％とすれば、A＝Q/0.94

• 配水量変動幅として負荷率90％を想定。
• これに見合う水源水量B（ｍ3／日）を確保する。
• 一時的にB（ｍ3／日）を超えて取水した場合は、原水受水

量の少ない日に埋め合わせされる。降水時には更に補
充される。

• 上記の運営で支障がなければ、水需要予測で採用す
る負荷率を９０％近辺に設定することに問題はない。

• 一日平均原水受水量Aを負荷率90％で除したB（ｍ3／日）

を必要な水源水量＝水利権水量とみなすことができる。
• B＝A/0.9＝Q/（0.94×0.9）

負荷率を90％と設定することは可能かー２

水需要予測

39

負荷率を90％と設定することは可能か－３

1. 佐世保水道の６貯水池は下流に補給できな
い構造なので、水利権水量を越える取水が
あっても下流への悪影響はない。

2. 水利権の運用は佐世保市水道局に任せて
かまわない。

水需要予測

手当てが必要な水源水量を求める際の負
荷率を90％に設定することが可能。
必要水源水量＝年間平均一日受水量/0.9

40

不足水源水量

一日使用
水量

ｍ3／日
有収率

一日平均
配水量
ｍ3／日

利用量率
必要水源

水量
ｍ3／日

負荷率
一日最大
配水量
ｍ3／日

必要水源
水量

ｍ3／日

不足安定
水源水量
ｍ3／日

不安定水
源水量
ｍ3／日

68,600
佐世保市目
標値　87.7%

78,221 94% 83,214 82.3% 95,044 101,111 24 ,111 28,500

68,600
妥当な予測
90%

76,222 94% 81,087 82.3% 92,615 98,527 21 ,527 28,500

68,600
H18年度東
京都実績
95%

72,211 94% 76,820 82.3% 87,741 93,341 16 ,341 28,500

68 ,600
妥当な予
測　90%

76,222 94% 81,087 90.0% 84,691 90,097 13,097 28,500

68,600
妥当な予測
90%

76,222 98% 77,778 90.0% 84,691 86,420 9 ,420 28,500

68,600
H18年度東
京都実績
95%

72,211 98% 73,684 90.0% 80,234 81,871 4 ,871 28,500

68,600
H18年度東
京都実績
95%

72,211 98% 73,684 95.0% 76,011 77,562 562 28,500

2008年度
実績

64,053
83.7% 76563 94% 81,450 89.4% 85660 91,128 14 ,128 28,500

H29年度の予測値

水需要予測

有収率９０％、利用量率９４％、受水量負荷率９０％ 必要水源水量は９万ｍ3／日
安定水源不足水量は１３，０００ｍ3／日

安定水源水量は
77,000ｍ3／日
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不安定水源の評価
不安定水源

の評価

有収率９０％、利用量率９４％、受水量負荷率９０％ 必要水源水量は９万ｍ3／日
安定水源不足水量は１３，０００ｍ3／日なので不安定水源で充分まかなうことが可能。

取水量内訳（返送水を除く）
2007年度

13,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

4

/

1

4

/

2

9

5

/

2

7

6

/

2

4

7

/

2

2

8

/

1

9

9

/

1

6

1

0

/

1

4

1

1

/

1

1

1

2

/

9

1

/

6

2

/

3

3

/

2

3

/

3

0

月日

取
水

量
　

ｍ
3
／

日

安定水源の合計取水量
不安定水源取水量合計（返送水を除く）
原水受水量合計（返送水加算せず）
給水制限期間（08･4・9解除）
不足水源量予測値

42

相浦川の水質

2.33.20.140.51.43.3235300
朝霞浄水

場原水

04,5008.1 12
1.3

4 
2.09 0.12 0.30 1.9 3.2 269 340 

相浦取水
場

18,00009.3 15
1.3

7 
2.14 0.11 0.23 1.8 3.0 214 265 

四条橋取
水場

4,50002.7 5
0.9

1 
1.58 

<0.0
2

0.05 0.8 1.4 121 149 
三本木取
水場

不安定安定平均
最
大

平
均

最
大

平
均

最大
平
均

最
大

平
均

最
大

水利権 ｍ3／
日

臭気強度
硝酸態＋
亜硝酸態
N mg/L

アンモニア
性窒素
mg/L

BOD
mg/L

電気伝導
度

μS/cm
H19年度

表22 相浦川各取水地点の平成19年度の水質 と 東京水道朝霞浄水場原水H15年度の水
質

水質は東京の朝霞浄水場原水と比べて遜色はない。
問題は、臭気強度。カビ臭除去対策が必要である。

不安定22,500ｍ3／日

を安定化

不安定水源
の評価

43

•漏水対策を強力に推進することで有収率をできるだけ早く90％
まで上昇させること。

•浄水場内の返送率向上と漏水防止を進めて、利用量率９８％
を到達すること。

•石木ダムを大前提とした一日使用水量の需要予測を見直し、
現実的な需要予測を行うこと。

•貯水池の運用規定を緩和し、配水量の変動を吸収する変動調
整機能を貯水池に持たせ、配水量の負荷率90％に該当する原
水量を必要水源水量とすること。

•慣行水利権分を水質悪化を理由に不安定水源扱いしているが、
問題となるのはカビ臭のみであるから、河川水質浄化に努める
と共に、当面は粉末活性炭処理の強化もしくはオゾン・生物活
性炭処理施設の導入を検討すること。

「まとめ」 としての 提言
まとめ ・ 代替案

まとめとして、石木ダムに依存しない佐世保水道を実現するために、次のことを提案する。

44

利用量率と有収率の向上を目指す！
現在の余りに恥ずかしい状態から脱却

1. 東京水道に習い、10年間で漏水率13％から７％
（有収率90％）に改善する。 利用量率９４％は据
え置くとして、必要水源水量は 90,000ｍ3／日。
不足量 約1.3万ｍ3／日 は不安定水源の活用で

まかなうことができる。

2. 20年間で 利用量率９８％、漏水率3.3％（有収率
95％）を目指す。

必要水源水量は 82,000ｍ3／日 以内。
不足量 約５千ｍ3／日は不安定水源でまかなうこ

とができるばかりでなく、充分な余裕がある。

まとめ ・ 代替案
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45

漏水率3.3％（有収率95％）を目指す。
東京都の水準を約20年遅れで追う

　漏水率の変遷　東京都・福岡市・佐世保市

12.6
12.7

3.3

2.20

5

10

15

20

25

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030

年度

漏
水

率
　

％

佐世保市

東京都

福岡市

まとめ ・ 代替案

46

佐世保市水道局が優先して行うべきこと
徹底した漏水対策

• 管路の診断及び更新・更生計画の策定・実施

（管路だけでなく、浄水場等水道施設も対象）

• 厚生労働省の補助事業の一つである「水道管路近
代化推進事業」として申請する

• 「造る」公共事業から「修理・改造」の公共事業へ

• 「大企業向け」の公共事業から「地元企業向け」の
公共事業へ

• 石木ダムを前提とした佐世保市北部浄水場（仮称）
統合事業 の見直し

47

東京都水道
局HPより

漏水による二次災害

道路陥没

地盤崩壊

漏水防止対策１

48

東京都水道
局HPより

1999年度～2008年度

年間配水量の減少

6,500万ｍ3

年間漏水量の減少

7,900万ｍ3

年間使用水量の増
加（1,400万ｍ3）が

あったが、配水量は
減少している。漏水
量の削減効果であ
る。

漏水防止対策２
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49

東京都水道
局HPより

漏水防止対策３

50

漏水防止対策４

東京都水道
局HPより

東京水道の場合、
2008年度の漏水
の9７％は給水管

51

東京都水道
局HPより

漏水防止対策５

52

東京都水道
局HPより

漏水防止対策６
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53

東京都水道
局HPより

東
京
水
道
は
給
水
管
の
ス
テ
ン
レ
ス
化
に
力
を
入
れ
た
。

漏水防止対策７

54

東京都水道
局HPより

漏
水
率
３
．
３
％(

08
年
）達
成
は
給
水
管
の
ス
テ
ン
レ

ス
化
１
０
０
％
の
た
ま
も
の

漏水防止対策８

55

漏水防止対応 佐世保市水道と福岡市水道 １

導水管
導水管延長
鋳鉄管(m)

導水管延
長　ダクタ
イル鋳鉄
管　上記
以外(m)

導水管延
長　鋼管

(m)

導水管延長
石綿セメン

ト管(m)

導水管延
長　硬質
塩化ビニ
ル管(m)

導水管延長
コンクリート

管(m)

導水管延
長　計(m)

管路延長
法定耐用年
数（４０年）
を超えた導
水管　（m）

管長 17,923 23,657 16,412 3,918 9,390 222 71,522 29,647
割合％ 25.1% 33.1% 22.9% 5.5% 13.1% 0.3% 100.0% 41.5%
経年管（20年以上） 17,923 23,209 16,350 3,918 5,251 222 66,873

経年管割合％ 100.0% 98.1% 99.6% 100.0% 55.9% 100.0% 93.5%
管長 0 78,477 30,521 10,223 121,551 15,443
割合％ 0.0% 64.6% 25.1% 8.4% 100.0% 12.7%
経年管（20年以上） 57,395 28,984 10,570 96,949
経年管割合％ 71.8% 95.0% 103.4% 79.8%

佐世保市
水道

福岡市水
道

水道統計より
02-09 施設の概要－管種別延長
02-10 施設の概要－経年管（20年経過）の布設状況

導水管のほぼ１００％が経年管

ダクタイル以外の鋳鉄管が２５％

56

漏水防止対応 佐世保市水道と福岡市水道 ２

送水管
送水管延
長　鋳鉄
管(m)

送水管延
長　ダクタ
イル鋳鉄
管　上記
以外(m)

送水管延
長　鋼管

(m)

送水管延
長　硬質
塩化ビニ
ル管(m)

導水管延
長　ポリエ
チレン管

(m)

送水管延
長　その他

(m)

送水管延
長　計(m)

管路延長
法定耐用
年数（４０
年）を超え
た送水管

（m）

管長 18,133 60,426 3,188 19,309 14,114 115,170 25,372
割合％ 15.7% 52.5% 2.8% 16.8% 12.3% 100.0% 22.0%
経年管（20年以上） 56,282 56,282

310.4% 0.0% 0.0% 0.0% 48.9%

管長 0 16,538 2,924 345 1,219 21,026 0
割合％ 0.0% 78.7% 13.9% 1.6% 5.8% 100.0% 0.0%
経年管（20年以上） 8,731 2,544 11,275
経年管割合％ 52.8% 87.0% 0.0% 0.0% 53.6%

71.6%

佐世保市
水道

経年管割合％

福岡市水
道

ダクタイル以外の鋳鉄管が１６％

硬質塩化ビニル管が１７％

送水管のほぼ２２％が40年を超えた経年管
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57

配水本管

配水管延
長　配水
本管　鋳
鉄管(m)

配水管延
長　配水

本管　ダク
タイル鋳
鉄管　耐
震型継手
を有する

(m)

配水管延
長　配水

本管　ダク
タイル鋳

鉄管　Ｋ形
継手等を
有するも
ののうち
良い地盤
に布設さ
れている

(m)

配水管延
長　配水

本管　ダク
タイル鋳鉄
管　上記
以外(m)

配水管延
長　配水
本管　鋼
管(m)

導水管延
長　ポリエ
チレン管

(m)

配水管延
長　配水
本管　計

(m)

管路延長
法定耐用
年数（４０
年）を超え
た配水管
配水本管

（m）

管長 3,177 22,973 3,816 29,966 3,291

割合％ 10.6% 76.7% 12.7% 100.0% 11.0%

経年管（20年以上） 15,076 15,076
474.5% 0.0% 50.3%

管長 8,476 25,860 146,430 158,019 13,457 734 352,976 35,512

割合％ 2.4% 7.3% 41.5% 44.8% 3.8% 0.2% 100.0% 10.1%

経年管（20年以上） 5,510 221,522 9,796 236,828
経年管割合％ 65.0% 0.0% 0.0% 67.1% 72.8% 0.0% 67.1%

57.7%

福岡市水
道

佐世保市
水道

経年管割合％

漏水防止対応 佐世保市水道と福岡市水道 ３

ダクタイル以外の鋳鉄管が１１％

58

配水支菅

配水管延
長　配水支
管　鋳鉄管

(m)

配水管延
長　配水本
管　ダクタ
イル鋳鉄

管　耐震型
継手を有す

る(m)

配水管延長
配水本管
ダクタイル
鋳鉄管　Ｋ
形継手等を
有するもの
のうち良い
地盤に布設
されている

(m)

配水管延長
配水支管
ダクタイル
鋳鉄管　上
記以外(m)

配水管延
長　配水支
管　鋼管

(m)

配水管延長
配水支管　硬
質塩化ビニル

管(m)

配水管延長
配水支管

計(m)

管路延長
法定耐用
年数（４０
年）を超え
た配水管
配水支管

（m）

管長 76,687 609,727 120,611 540,418 1,365,608 88,191

割合％ 5.6% 44.6% 8.8% 39.6% 100.0% 6.5%

経年管（20年以上） 409,552 3,346 31,944 444,842
534.1% 2.8% 5.9% 32.6%

管長 126,801 118,010 1,712,231 1,464,191 22,218 3,122 3,459,085 121,872

割合％ 3.7% 3.4% 49.5% 42.3% 0.6% 0.1% 100.0% 3.5%

経年管（20年以上） 129,767 2,056,645 12,008 3,028 2,202,114
経年管割合％ 102.3% 0.0% 0.0% 62.4% 54.0% 97.0% 63.7%

59.7%

福岡市水
道

佐世保市
水道

経年管割合％

漏水防止対応 佐世保市水道と福岡市水道 ４

ダクタイル鋳鉄管がわずか４５％

硬質塩化ビニル管が４０％

59

漏水調査用水収支表

2000年度 水収支年間実績値（旧佐世保地区） 単位 ｍ3／年

取水所名
原水送付
先(浄水
場）

安定取水
量上限(ｍ
3／日）

不安定取
水量上限
(ｍ3／日）

取水量
（浄水場
への送水
量）(ｍ3／
年）

浄水場名
受水量(ｍ
3／年）

返送水量
(ｍ3／年）

ろ過水量
(ｍ3／年）

配水量
（浄水場
からの送
水量）(ｍ3
／年）

配水量内
訳（配水
を受ける
給水所
名）

配水量内
訳（配水
量）(ｍ3／
年）

配水量内
訳（直接
端末へ）
(ｍ3／年）

給水所名

どこから
（浄水場、
給水場
名）

浄水場等
からの受
水量(ｍ3
／年）

給水量
（給水所
からの送
水量）(ｍ3
／年）

川谷ダム
柚木、大
野

13,300 柚木浄水場

転石ダム 大野 2,700 大野浄水場

相当ダム 大野 5,700
山の田浄水
場

菰田ダム 山の田 12600
山の田ダ
ム

山の田 6,300

相浦取水
場（相浦
川）

大野、山
の田

4,500

三本木取
水場（相
浦川）

大野 4,500

四条橋取
水場（相
浦川）

大野 18,000

岡本水源
（湧水）

大野、山
の田

1,000

北部合計 45,100 23,500 0 北部合計 0 0 0 0 0 0 0 北部合計 0 0 0
下の原ダ
ム

広田 14,800 広田浄水場

川棚取水
場（川棚
川）

広田 15,000 5,000

小森川取
水場（小
森川）

広田 2100

南部合計 31,900 5,000 0 南部合計 0 0 0 0 0 0 0 南部合計 0 0 0
77,000 28,500

0 合計 0 0 0 0 0 0 0 合計 0 0 0

北
部

南
部

合計
合計 105,500

原水取水所 浄水場 給水所

60

漏水発見手法

• 音聴法による漏水調査
佐世保水道は主としてこの方法に
依存している

• 時間積分式漏水発見器
– 漏水自動検出器は、漏水音の継続性と雑音の一過性と

いう特性を利用し、漏水の有無を判別。
– 漏水音の継続性は、規定時間内における一定以上の信

号が占める割合（時間積分率）で判別

• 夜間最小流量測定法 区域内の漏水の有無
• 相関式漏水発見装置 漏水箇所の特定
• 透過式漏水発見装置 漏水箇所の特定

東京都水道
局HPより
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61

漏水発見手法 東京都水道
局HPより

62

東京都水道
局HPより

漏水発見手法

63

東京都水道
局HPより

漏水発見手法

64

日本のダム これから
• 2009年9月16日 前原国土交通大臣、「八ッ場ダム、川辺川ダム中止」

• 1都5県知事の反乱
2009年10月19日
八ッ場ダム建設事業に関する1都5県知事共同声明

• 2009年10月9日
平成２１年度におけるダム事業の進め方などに関する前原国土交通大臣のコメ
ント

• 2009年11月20日
「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」について

• 2009年12月3日
第1回「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」

• 2009年12月15日
ダム事業に関係する道府県知事の皆様へ 手紙

• 2009年12月25日
新たな基準に沿った検証の対象とするダム事業を選定する考え方について

• 2010年1月15日
第２回「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」
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65

平成２１年度におけるダム事業の進め方などに
関する前原国土交通大臣のコメント

１．国及び水資源機構が実施している５６のダム事業のうち、
既存施設の機能向上を行っている８事業を除く４８事業に
ついては、今後、平成２１年度内に、①用地買収、②生活
再建工事、③転流工工事、④本体工事の各段階に新たに
入らないこととし、新たな段階に入ることとなる工事の契約
や用地の買収などは行わないこととする。

２．道府県が実施している８７のダム事業の平成２１年度にお
ける事業の進め方（工事の発注を含む）については、各道
府県知事のご判断を尊重する。

なお、平成２２年度における１３６（注）の個別のダム事業の進め方
に関する基本的な方針については、政府予算案の提出までに明ら
かにすることとしている。

66

「今後の治水対策のあり方に関する
有識者会議」－１

１．趣旨
「できるだけダムにたよらない治水」への政策転換を進めるとの考えに基
づき、今後の治水対策について検討を行う際に必要となる、幅広い治水
対策案の立案手法、新たな評価軸及び総合的な評価の考え方等を検
討するとともに、さらにこれらを踏まえて今後の治水理念を構築し、提言
する。

２．主な検討事項
（１）幅広い治水対策案の立案手法
（２）新たな評価軸の検討
（３）総合的な評価の考え方の整理
（４）今後の治水理念の構築

３．委員
別紙のとおり。なお、座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者
に対し、会議に出席してその意見を述べる又は説明を行うことを求める
ことができる。

67

「今後の治水対策のあり方に関する
有識者会議」－２

４．第１回会議

日時： 12月３日（木）18：00～20：00（予定）

場所: 中央合同庁舎３号館10階共用Ｂ会議室

その他：
○会議については傍聴不可、カメラ撮りは冒頭のみとします

○会議終了後、会議の模様を説明します（会見）

○議事要旨を、後日、ホームページ上で公開します。

５．スケジュール
平成21年秋有識者会議発足

平成22年夏頃有識者会議中間とりまとめ（上記２．(1)～(3)）
引き続き、有識者会議で討議

平成23年夏頃有識者会議提言

68

「今後の治水対策のあり方に関する
有識者会議」－３

６．第２回会議

日時： 1月１５日（金）1５：00～１７：00（予定）

場所: 中央合同庁舎３号館４階特別会議室

その他：

○会議については傍聴不可、カメラ撮りは冒頭の
みとします

嶋津暉之氏が公開を求めた上で意見陳述

（公開は認めなかった）
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69

「今後の治水対策のあり方に関する
有識者会議」－４ 委員名簿

宇野尚雄 岐阜大学名誉教授
三本木健治 明海大学名誉教授
鈴木雅一 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
田中 淳 東京大学大学院情報学環

総合防災情報研究センター長・教授
辻本哲郎 名古屋大学大学院工学研究科教授
◎中川博次 京都大学名誉教授
道上正䂓 鳥取大学名誉教授
森田 朗 東京大学公共政策大学院教授
山田 正 中央大学理工学部教授

◎：座長（予定）
（敬称略、五十音順）

70

ダム事業に関係する道府県知事の皆様へ

「できるだけダムにたよらない治水」への政策転換に対するご協力のお願い

現在我が国は、人口減少の進行、急速な少子高齢化が進んでいること、ＧＤＰの約１．７倍の規
模になる長期債務を抱えていること、の三つの主な不安要因を抱えています。このような我が国の
現状を踏まえれば、税金の使い道を大きく変えていかなければならず、このため、従来の公共事業
依存型の産業構造を転換する必要があると考えております。

そのひとつとして、治水事業については、「できるだけダムにたよらない治水」へ政策転換すると
の考え方に基づき、現在事業中の全国のダム事業について検証を行い、これらを踏まえて今後の
治水対策のあり方を検討していくこととしております。

具体的には、検証の対象となるダム事業と、継続して進めるダム事業とを年末までに
区分した上で、去る12 月３日に立ち上げた「今後の治水対策のあり方に関する有識者
会議」が来年夏頃に中間とりまとめとして示す予定の新たな基準に沿って、検証の対象
に該当する個別ダムの検証を行うこととしております。

各道府県実施のダム事業の進め方については、基本的には各道府県のご判断を尊重
することとしておりますが、政策転換へのご理解をお願いするとともに、現在実施中のダム事業の
うち、少なくとも検証の対象と区分されたダム事業については、新たな基準に沿って検証
を行った上でその後の事業の進め方について改めてご判断をしていただくようにご協力
をお願いいたします。

なお、平成22 年度予算案については、補助事業においても政策転換を要請する国の姿勢を反
映したものとさせていただくことを考えておりますが、個別ダムの進捗状況等を考慮したものとさせ
ていただくことを考えております。

平成21 年12 月15 日
国土交通大臣

前原 誠司

71

新たな基準に沿った検証の対象とする
ダム事業を選定する考え方について-1

● 全国のダム事業について、これまで、「検証の対象

とするもの（※「要請」するものも含む）」と「事業を継
続して進めるもの」に、年末までに区分するとの方
針を示してきたところである。

● 今般、平成22 年度に事業が行われる１３６事業（１

４５施設）のうち、事業の進捗状況、事業の性格等
の観点から、下記の３項目のいずれかに該当する
ダム事業（４７事業（５５施設））については、検証の
対象から除いて事業を継続して進めることとした。

72

新たな基準に沿った検証の対象とする
ダム事業を選定する考え方について-2

① 既に、ダムに頼らない治水対策の検討が進んでいるもの
（川辺川ダムのみ。平成22 年度は生活再建事業を継続する）
② 既存施設の機能増強を目的としたもの
（ダムの嵩上げや再建設により貯水規模が増加するものは含
まれない）
③ 11 月までにダム本体工事の契約を行っているもの

● 上記に該当しないダム事業（８９事業（９０施設））については、
すべて検証の対象とすることとした。

● 補助事業については、国が検証を強制する権限はないが、12 
月15 日付の文書（「「できるだけダムにたよらない治水」への政
策転換に対するご協力のお願い」）等により、関係の37 道府県
知事に対して、検証の対象となるダムも含め、検証への協力を
要請したところである。
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73

【参考】
１．平成22 年度予算案においては、下記の考え方とする。

１）継続して進めることとしたダム事業について
・ 可能な限り計画的に事業を進める予算案とする。
・ ただし、川辺川ダムについては生活再建事業を継続する。

２）検証の対象となるダム事業について
・ 基本的に、用地買収、生活再建工事、転流工工事、本体工事の各段

階に新たに入らず、現段階を継続する必要最小限の予算案とする。
・ ただし、八ッ場ダムについては生活再建事業を継続する。
・ また、補助ダム事業のうち、12 月以降に本体工事の契約を行った、

または予定している５ダムについては、各県の最終判断を踏まえ、
別途改めて判断する。

２ 個別ダム事業の予算の公表の扱いは、下記の考え方とする。
１）直轄事業、水資源機構事業について
・ 例年通り、年末に公表することとする。

２）補助事業について
・ 12 月以降に本体工事の契約を行った、または予定している５ダムに

おける各県の最終判断を踏まえた上で補助ダム事業の予算を確定
することとしているため、例年とは異なり、年末時点ではなく、年度末
の実施計画確定後に公表することとする。 74

緊急取組事項

• 国による「ダム」の蓋ははずされた

• しかし、ダム依存を叫ぶ知事が多い

• 「中央 対 地方」の対立構造の克服が勝負！

• ダム計画を持つ道府県の民主党が前原大臣に
「当該ダム不要」を言える状況を造る。

75

参考：事業認定申請後の流れ
土地収用法より
• 長崎県、事業認定申請提出
• 九州地方整備局、申請書・付属図面を立地市町村に送付。
• 市町村長、申請書・付属図面を縦覧
• 利害関係者、縦覧期間中に意見提出
• 要求があれば、九州地方整備局は公聴会開催

内海ダム再開発事業の場合（四国地方整備局主催）
• 誰もが公述者になることができる
• 起業者への質問可（公述時間（15分程度）内で。質問事項は事前に提出しておく）。起業者に

は回答義務を課せられる。
• 公述時間（15分程度）を超えて、質問・回答のやり取りはできない。

– 学識経験者の意見を聞く
– 社会資本整備審議会の意見を聞く
– 事業認定処分 理由を公開

• 長崎県土地収用委員会に収用裁決申請
事業認定処分後1年以内に申請しないとき、４年以内に明渡し裁決を申請しな

いとき、事業認定処分は将来に向け失効し、同じ案件の事業認定申請は出すこ
とができない

– 知事は市町村に通知、市町村は公告縦覧。利害関係者、縦覧期間中に意見書提出
– 長崎県土地収用委員会審理 （補償価格等について） 起業者・利害関係者
– 採決
– 権利者が明渡しに応じない場合は、起業者の申出により県が代執行 76

終


